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　今年は戦後 70 年の節目の年である。また、明治から数えると、第 2 次大戦をはさんで、戦前・
戦後ともにほぼ 70 年ということになる。明治から 70 年の一つの帰結が大戦であるとすると、戦後





































（1871 年）や国立銀行条例（1872 年）の発布、日本銀行（1882 年）の創設がなされたものの、貨
幣法（1897 年）の公布によって円が実質的に金本位制の貨幣になるには日清戦争（1894 年）での





 4）　 1730 年頃、大阪市北区堂島浜に堂島米会所が開設されていた。そこでは、現物取引である正米取引と、先
物取引である帳合米取引が行われていた。現代の商品先物市場の仕組みが整えられていたといえる。
 5）　 幕末期においては、武士の識字率は 100％、庶民層でも男子では 50％程度は読み書きができた。ちなみに、
同時代のイギリスでの識字率は 20～25％だと推定されている。




















年）の後、日清戦争（1894 年）、日露戦争（1904 年）、第 1 次世界大戦（1914 年）とほぼ 10 年お
きに戦争を繰り返しているとともに、1920 年代末の金融恐慌（1927 年）、世界大恐慌（1929 年）
などから深刻化する長期不況の脱出口を戦争に求めていったといえよう。満州事変（1931 年）か
らはじまる 15 年戦争は 1945 年に日本の無条件降伏によって終結したことはいうまでもない9）。
2. ???????











 9）　 終戦記念日は、日本では 8 月 15 日があげられることが多いが、外国からみれば必ずしもそうではない。終


























































13）　 マッカーサーは、以下のように述べたといわれる。「日本は 12 歳の少年、日本ならば理想を実現する余地は
まだある」（米議会上院軍事、外交合同委員会聴聞会、1951 年 5 月 5 日）。なお、磯村隆文「戦後改革」（正
村公宏『日本経済』日本評論社、1975 年）も参照のこと。




















　高度成長とは、1950 年代中盤から約 20 年におよぶ経済のハイテンポな拡大期をさすが、それは、






















から「国際収支天井」と呼ばれた。第 1 次高度成長の 3 つの短期循環は、こうして生じたといえる。なお、
田中史郎「戦後日本における景気の複合循環－前提的作業と一つの試み－」（『経済研究所所報』、秋田経済法
科大学経済研究所、第 28 輯、2000 年）、および、田中史郎「日本における 90 年代の景気循環－デフレーショ
ンと短期循環－」（SGCIME 編『グローバル資本主義と景気循環』御茶の水書房、2008 年）を参照のこと。
21）　 財政法（第 4 条）では、赤字国債の発行を禁止している。にもかかわらず、1965 年にはオリンピック後の
景気対策のため、特例法を制定することによってこれが破られることになった。翌年からも国債発行がなさ
れるが、それは建設国債として発行されたものであり、今日まで継続して発行されている。その後、赤字国
債は石油危機後の 1975 年に発行され、バブルと消費税の導入による税収の増加期（1990～93 年）を除き、
今日まで発行され続けている。その規模は拡大の一途である。
22）　 明治以降の人口にかんする議論を概観すると、妙なことがわかる。人口が 5000 万人も達していなかった明
治期から海外への移民が奨励された。戦後は、高度成長期には人口が 9000 万人を突破したにも拘わらず人
口＝労働力不足が叫ばれた。また、バブル景気のさいには高齢化を理由に外国人労働者の受入が議論され、
その後は、少子化＝人口不足論が議論されている。人口が 1 億 2000 万人突破しているにも拘わらずである。
23）　 ｢いざなぎ景気｣ は貿易赤字の懸念がなくなったがゆえに、景気引締めの必要性がなくなり、それ故に長期
化したといえる。この点に関しては、田中史郎「戦後日本の景気循環－短期循環パターンの変容をめぐって－」




民所得は 1955 年から 70 までに 5.9 倍、１人当たりの実質消費支出は同年に 4.3 倍に増加した。具









が、現象的には、ニクソン・ショック（1971 年 8 月）、それに続く、オイル・ショック（1973 年、









　1950 年代から 10 年毎に金保有高と対外債務残高をみると、50 年には対外債務に対して十分な
金保有があるが、60 年には僅かながら逆転し、そして 70 年には、対外債務のうち金に裏付けをも
つのは 4 分の 1 程度に過ぎなくなっていたのである（図表 2）。














策を実施し、経常赤字の規模は 1971～73 年の年平均で 145 億ドルに達した。このことは、裏を返
せば、各国のアメリカへの輸出の拡大を意味し、結果的に世界的な好景気が到来した。
　世界的な景気拡大は、また一次産品価格の高騰をもたらした。原油価格もその例であり、そうし
た中で生じたのが石油危機（オイル・ショック、第 1 次、73 年）であった。オイル・ショックは、




















29）　 Stagflation とは、Stagnation と inflation の合成語であり、不況とインフレの同時発生を意味する。資本主義の
常識からいえば、不況時は物価が下落し、好況時には物価が上昇する。しかし、オイル・ショック後には、





1950 年 22,820 8,393
1960 年 17,804 18,686


































30）　 プラザ合意以降の 1 年間で、為替相場は、およそ 1 ドル＝ 240 円から 140 円に、つまり、大幅な円高に振れた。
31）　 日経平均株価については、1989 年の大納会（12 月 29 日）に最高値 38,915 円 87 銭を付けたのをピークに下










専門能力活用型」、「雇用柔軟型」の 3 つのグループに大別し35）、第 3 の「雇用柔軟型」では、大量
の非正規労働者を想定している。バブル崩壊以降の景気低迷や内需減少の根底には、労働をめぐる




　もちろん、「失われた 10 年」、あるいは「20 年」といわれる 1990 年以降においても景気の「山」
は確認されている。景気基準日付37）を念頭において概観すると、バブル景気は第 11 循環であり、
その後には、1997 年を「山」とする第 12 循環、2000 年を「山」とする第 13 循環、そして、2002




















38）　 「いざなみ景気」に関しては、田中史郎「「いざなみ景気」とその崩壊―第 14 循環を考える―」（別冊『Niche』






































科学研究所、第 19 号、2010 年 3 月）を参照のこと。
41）　 「3.11」大震災と地域問題に関しては、田中史郎「東北復興の視座―社会経済システムの変容と 3.11 東日本大






もある。また、2011 年が第 15 循環の上昇局面にあったことも影響している。しかし、ストックに
おいての大災害は統計的には計り知れないところがあり、とりわけ原発災害は現在も続いている。
放射能は放出され続けているのであり、こうした点は十分に認識しておくことが必要である。
　第 15 循環は、欧州の経済危機の影響をうけ収束するが 44）、その後、2012 年秋 11 月頃から新た






















42）　 原発に関しては、田中史郎「脱原発メモランダム」（別冊『Niche』Vol.3、批評社、2011 年 7 月）を参照のこと。
43）　 原発を含むエネルギー問題に関しては、田中史郎「エネルギーと地域―3.11 大震災を踏まえ考える―」（『経




























ばれている。その意味では、3 本の矢といっても新しい経済政策体系ではない。また、第 3 の成長






化と内包的過剰商品化―」（『季刊経済理論』経済理論学会、第 48 巻、第 4 号、2012 年 1 月）を参照のこと。





























図表 3　アベノミクス 2 年間の主な変化
2012 年 7～9 月 2014 年 7～9 月 増減幅
正規の労働者数 3327 万人 3305 万人 22 万人 減
非正規の労働者数 1829 万人 1952 万人 123 万人 増
雇用者報酬（賃金、実質） 62 兆2827 億円 61 兆8507 億円 4320 億円 減
個人消費（実質） 78 兆 9303 億円 76 兆 8117 億円 2 兆 1186 億円 減
ワーキングプア（年収 200 万円以下） 1090万人 1119万9千人 29 万 9 千人 増
貯蓄なし世帯の割合 26.00％ 30.40％ 4.4 ポイント 増
大企業の経常収支（資本金 10 億以上） 7兆160億円 11兆856億円 4 兆 696 億円 増








49）　 OECD, “Focus on Inequality and Growth - December 2014”

